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講師紹介

日本橋知的財産総合事務所 代表弁理士
加島 広基（かしま ひろもと）

kashima-hiromoto@nihonbashi-ip.jp

1999年東京大学工学部卒業、2004年弁理士登録。2021年に日本橋知的財産総合事務
所を設立し、現職に至る。
弁理士法人IPXの押谷昌宗弁理士と共同でYouTubeにて「知財実務オンライン」の配
信を毎週行っており、知財コンテンツの情報発信や専門家コミュニティの形成に努
める。
特許庁のI-OPEN PROJECTやIPAS事業に参画し、イノベーションを起こそうとする企
業を知財面から支援。近年はスタートアップ・ベンチャー企業等のIT・ソフトウェ
ア系の特許出願業務や知財コンサル業務を精力的に行っており、2024年3月には数
多くのITスタートアップ支援実績が評価され特許庁第5回IP BASE AWARDスタート
アップ支援者部門の奨励賞を受賞した。
著書に「ふわっとしたアイデアからはじめる新規事業を成功させる知財活用法（中
央経済社,2024年）」「ディープテック・スタートアップの知財・契約戦略（共
著・中央経済社,2024年）」等がある。



中小企業やスタートアップが自社のビジネスを成功させ
るには知財の活用が有効!ビジネスアイデアを保護し、競
争優位性を得て事業を成功させる方法を事例を交えて具
体的に解説。

目 次
第１章 ふわっとしたアイデアから新規事業を生み出す
第２章 特許情報を活用して新規事業のアイデア出しを
行おう
第３章 「ふわっとしたアイデア」をどのようにして知
財で保護するか
第４章 特許情報を活用して新規事業を創出しよう
第５章 AI（人工知能）ビジネスと知的財産
第６章 オープンイノベーション時代の他 社との協働に
あたり気をつけるべきこと
第７章 グローバル化に伴う海外での知財活用
第８章 知財とSNS上での炎上



ディープテック・スタートアップのビジネス構造を「研
究開発フェーズ」と「事業展開フェーズ」に分け、研究
開発フェーズでの知財戦略（事業化を見据えた強い知的
財産権を取得・保有するための戦略）と，事業展開
フェーズでの契約戦略（合理的な条件での他者とアライ
アンスを組むための戦略）について、基本的な考え方か
ら実践的なテクニックに至るまでを詳しく解説。

目次
序 章 知財戦略と契約戦略の関係

第１部 知財戦略
第１章 知財戦略の基本
第２章 技術
第３章 ブランド・デザイン
第４章 特許事務所，弁理士の選定・協働

第２部 契約戦略
第５章 DTSUの契約戦略の特徴と全体像
第６章 情報交換フェーズ
第７章 技術検証フェーズ
第８章 共同研究開発フェーズ
第９章 ライセンスフェーズ
第10章 大学との間の契約交渉
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目次

１．共創時代の開発プロセスにおける知財の留意点

２．オープンイノベーションで気をつけるべき契約に関する事項

３．AIビジネスをどうやって知財で保護するか
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２．オープンイノベーションで気をつけるべき契約に関する事項
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オープンイノベーションの時代

企業内部と外部のアイデア・技術を組み合わせることで、革新的で新し
い価値を創り出す

https://eiicon.net/about/openinnovation.html



8Copyright©2024 Hiromoto Kashima All Rights Reserved

オープンイノベーションの時代

2020年代に入り、政府もオープンイノベーションを後押しするように

出典：内閣府ウェブサイト
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/portal/innovation/index.html
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オープンイノベーションの時代

2020年代に入り、政府もオープンイノベーションを後押しするように

オープンイノベーション促進税制

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/ope
n_innovation/230401_oizeisei_shinki_gaiyou_v02.pdf

マナーブック・モデル契約書の提供

https://www.jpo.go.jp/support/general/open-
innovation-portal/index.html
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オープンイノベーション活動のプロセス

オープン
イノベーション

活動

探索ニーズ
の収集

協業パート
ナーの探索

協業プロジェ
クトの実行

参入障壁の
構築

＝ × × ×

Want Find Manage Protect
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オープンイノベーション活動のプロセス

オープン
イノベーション

活動

探索ニーズ
の収集

協業パート
ナーの探索

協業プロジェ
クトの実行

参入障壁の
構築

＝ × × ×

Want Find Manage Protect

Want       
Find
Manage
Protect

何が必要か？

どのように探索するか？
どのように協業プロジキクトを管理するか？
どうやって参入障壁を構築するか？
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オープンイノベーション活動のプロセス

オープン
イノベーション

活動

探索ニーズ
の収集

協業パート
ナーの探索

協業プロジェ
クトの実行

参入障壁の
構築

＝ × × ×

Want Find Manage Protect

・特許情報を
活用したニー
ズの収集
・先行技術文
献調査

・特許情報を
活用した協業
先のリスト
アップ

・共同研究契
約、共同開発
契約
・開発の各ス
テップにおけ
る留意事項

・特許や意匠
等の知財を活
用して競合他
社の模倣を防
ぐ
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オープンイノベーションにおける開発プロセスの
各ステージにおける知財の取得戦略および留意点

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

新製品開発のプロセスにおけるそれぞれの段階で、権利取
得やトラブル防止のために留意する点がある
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開発テーマ選定時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

大学、研究機関と企業との間で共同研究、共同開発を行う場合は、
【秘密保持契約】【共同開発契約】【共同出願契約】を締結する
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開発テーマ選定時

秘密保持契約 → 共同開発契約／共同出願契約という流れ

「研究開発型スタートアップと事業会社のオープンイノベーショ
ン促進のためのモデル契約書ver1.0」（経済産業省／特許庁）
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理想的なパートナーシップを構築するた
めのマナー 4箇条

事業会社とスタートアップのオープンイノベーション促進のためのマナーブック
https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-
portal/document/index/com-su-mannerbook.pdf
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開発テーマ選定時

• 秘密保持契約（NDA）を締結する必要性

1. 開示先による情報漏洩の防止（過度の期待は禁物）

2. 営業秘密として保護するため
（不正競争防止法上の営業秘密の要件である「秘密管理性」
を満たすようにする）

3. 特許等として保護するため
（特許の要件である新規性を失わないようにする）
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共同出願の落とし穴

• 共同出願を行った特許出願が特許権になると・・・

• → 特許権も共有になる
✓相手方の同意を得なくてもその特許発明を実施することができる。

✓第三者に共有の特許権を譲渡する場合は相手方の同意が必要。

✓第三者にライセンスを付与する場合も相手方の同意が必要。

✓第三者が特許権を侵害している場合、相手方の同意がなくても特許侵
害訴訟を起こすことができると解されている。
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共同出願の落とし穴

完成品メーカーＡ社

部品メーカーＢ社

共同出願 部品ａを納入

部品ａを作らせる

Ａ社は別の部品メーカーＣ社にライセンスを与えることはできない
このため、Ｃ社が部品ａを製造、販売することは特許権侵害になる
では、Ｂ社はＣ社に差止請求をできるか？ →できない可能性大

部品メーカーＣ社

差止請求をできるか？部品ａを開発
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基本設計、詳細設計時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

最終製品製作や製品販売前のどこかの段階で、他社の特許権を侵害していないことを
確認するために侵害予防調査を行う必要あり（費用は概ね３０万円～５０万円程度）

問題のある他社の特許権
が見つかれば、設計変更
を行わなければならない
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基本設計、詳細設計時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

設計変更 困難容易

侵害予防調査は、早ければ
早いほど設計変更が容易
ただし、新製品の構成が固
まっていない場合は、調査
対象となる特許権の範囲が
広くなる
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基本設計、詳細設計時

✓他社の特許権を回避するための設
計変更はそれほど難しくない

✓逆にいえば、自社が特許権を取得
しても、他社に回避されるおそれ
があり

• →他社を牽制する場合は、特許出
願した後に特許権となるのをでき
るだけ遅くするのも一つの手であ
る

明細書の記載

クレームの記載
（権利範囲）

他社製品
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試作品製作、試作品テスト時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

客先に試作品を提示す
る場合は、【秘密保持
契約】を締結すること
が必要
製品情報が外部に漏れ
ると、その後に特許出
願しても拒絶されたり、
最悪の場合他社に特許
出願されるおそれあり
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最終製品制作時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

製品販売前までには、競合他社の参入障壁構築のため
に特許出願、意匠出願を行いたい

製品コンセプトが斬新であれば広く権利化

試作品テストの際に様々な
問題が生じることによって、
その問題の解決方法が発明
のネタになる

特許の場合、出願から１
年以内であれば、追加の
内容を盛り込んだ優先権
出願も可能
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最終製品制作時

特許出願を行うか、ノウハウとして秘匿するか。

✓競合他社が模倣したときに、他社の製品を分解することにより
特許権を侵害しているか否かを発見できるか？
できる場合は特許出願したほうがよい。（発見できない場合は、特許権を取得しても他
社を特許侵害で訴えることができない）

✓発明が盛り込まれた自社の製品を他社が分解することにより、
他社が発明の内容を知ることができるか？
できる場合は特許出願したほうがよい（特許出願しなければ、最悪他社
にこの発明を特許出願されるおそれがある）
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製品販売、プレス発表時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

できれば、製品の販売やプレス発表前に「公証」を取っておくのが
ベター。製品がその時点で存在したという日付の証明となる。



27Copyright©2024 Hiromoto Kashima All Rights Reserved

製品販売、プレス発表時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

経営者や営業が製品やサービスの内容を先走って公知にしないよう
に注意（新規性が失われると特許権、意匠権を取得できない）
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製品販売、プレス発表時

開発テーマ選定

基本設計

詳細設計

試作品製作

試作品テスト

企画の練り直し

再設計

最終製品制作

製品販売
プレス発表

開発スケジュール

悪意ある第三者や商標ブローカーに商標登録出願される前に、プレ
ス発表前に商標登録出願を行っておく



29Copyright©2024 Hiromoto Kashima All Rights Reserved

目次

１．共創時代の開発プロセスにおける知財の留意点

２．オープンイノベーションで気をつけるべき契約に関する事項

３．AIビジネスをどうやって知財で保護するか
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スタートアップや中小企業が大企業と取引を行う上での悩み

1. 秘密保持契約・目的外使用禁止契約無しでの取引を強要される

2. 営業秘密であるノウハウの開示等を強要される

3. ノウハウに含まれる設計図面等を買いたたかれる

4. 無償の技術指導・試作品製造等を強要される

5. 著しく均衡を失した名ばかりの共同研究開発契約の締結を強い
られる

6. 出願に干渉される

7. 知的財産権の無償譲渡・無償ライセンス等を強要される

8. 知財訴訟等のリスクを転嫁される

中小企業庁「知的財産取引検討会」第５回配布資料７ ガイドライン（案）
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/chizaitorihiki/2020/201126chizaitorihiki07.pdf
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１．契約締結前（取引交渉段階・工場見学等）

① Ａ社は、Ｂ社からＡ社への工場見学を検討している旨連絡を受
けたが、Ａ社が何度依頼してもＢ社は機密保持契約に応じてく
れない。

② Ｃ社は、取引先であるＤ社の秘密は厳格に守る必要がある一方
で、Ｄ社はＣ社の開示した技術を無償で様々なビジネスに用い
ることができることに加え、Ｄ社のクライアントに開示できる
など、片務的な契約になっている。

③ Ｅ社は、得意先であるＦ社から工場見学を受け入れたが、Ｆ社
によりノウハウが奪われ、同社内で内製化された。

④ Ｇ社は、取引先であるＨ社よりＧ社のノウハウを書面にして提
出するように指示された。
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１．契約締結前（取引交渉段階・工場見学等）

営業秘密とは・・・

・秘密管理性

・有用性

・非公知性

の３つの要件を満たすものは、営業秘密として保護される。
相手方が営業秘密を無断で第三者に開示したり社内で不正に
使用したりしたら損害賠償請求、差止請求が可能
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１．契約締結前（取引交渉段階・工場見学等）

「秘密保持契約書」

・営業秘密に該当しない秘密情報も保護できる

・立証責任を軽減（営業秘密の秘密管理性は立証のハードル
が高い）

→しかし、秘密保持契約書を締結してくれなかったり、一方
的な秘密保持契約書を提示されることもある

営業秘密

秘密保持契約書で保護される秘密情報
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１．契約締結前（取引交渉段階・工場見学等）

情報の仕分けを行う

・特許で保護可能なもの →見せる前に特許出願を行っておく

・ノウハウ →そもそも見せない。見せろを強要されたとき
は？

・それ以外
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中小企業庁 知的財産取引に関するガイドラインを提示

１．契約締結前（取引交渉段階・工場見学等）
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１．契約締結前（取引交渉段階・工場見学等）
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１．契約締結前（取引交渉段階・工場見学等）

現実は、スタートアップやベンチャーが大企業になかなかガ
イドラインの話を切り出しにくい

→外部専門家のせいにする

「今回のご提案について、弊社の顧問弁護士、顧問弁理士に
相談しましたところ、このような中小企業庁のガイドライン
を示されたのですが、問題はないでしょうか」
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２．試作品製造・技術指導

① Ａ社はＢ社より製造委託を受けていたが、ある時からＢ社はＣ
社に発注先を変更した。しかし、Ｃ社がうまく製造できないこ
とを理由に、Ａ社からＣ社に技術指導を無償で実施するように
強制された。

② D 社は E 社から継続的に製造委託を受けているが、当該製造
委託に関係がない技術指導を、Ｄ社の自己負担によりＦ社に行
うようＥ社から指示があった。

③ Ｇ社はＨ社に試作品を納品した。その際に、内製化しない旨の
誓約書を締結したにもかかわらず、内製化を進めたことが判明
した。Ｇ社よりＨ社に抗議したところ、内製化した証拠を見せ
るように反論された。
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２．試作品製造・技術指導

✓自社の技術については、予め特許出願を行っておく

→発注先を他社に変更されることに対しての牽制

✓製造委託に関係がない技術指導を求められた場合は？

・お断りする

・無償ではなく適切な対価をもらう
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２．試作品製造・技術指導

製造委託に関係がない技術指導を求められた場合に断ったり
対価を求めるのは難しいのでは？

→中小企業庁のガイドラインを提示
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２．試作品製造・技術指導

ノウハウについてライセンス契約を行う
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３．共同研究開発における成果の権利帰属

① Ａ社とＢ社は共同研究を行っているが、名目上の共同研究
であり、成果である新技術はＡ社の技術によるものであっ
た。しかし、この技術は発明の寄与度に関係なく、すべて
Ｂ社に帰属する契約書で締結させられた。

② Ｃ社とＤ社で共同研究を行っているが、Ｄ社は、同社の業
務に関係がない分野の技術も含めた全ての権利を単独帰属
するように打診してきた。

③ Ｅ社では共同研究という名目でも、すべてE社に権利が帰
属するといった契約書ひながたを用いている。
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３．共同研究開発における成果の権利帰属

✓共同研究の開始前に、自社技術について特許出願しておく

✓共同出願はなるべく避けたい（なかなか難しい）
⚫相手方の同意を得なくてもその特許発明を実施することができる。

⚫第三者に共有の特許権を譲渡する場合は相手方の同意が必要。

⚫第三者にライセンスを付与する場合も相手方の同意が必要。

⚫第三者が特許権を侵害している場合、相手方の同意がなくても特許侵害訴訟を起こ
すことができると解されている。

→契約書で、共有の知的財産権について、相手方の承諾を得
ることなく、また、何らの対価を支払うことなく、自由に第
三者に実施権を許諾することができるという規定を入れる。
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３．共同研究開発における成果の権利帰属

どうしても相手が折れないときはガイドラインを提示
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４．製造委託・製造販売・請負販売等

① Ａ社はＢ社から製造委託を受託したところ、Ｂ社より定期的か
つ詳細な報告が求められたほか、製造現場を動画で撮影される
ことで、Ａ社のノウハウがＢ社に吸い上げられてしまった。

② Ｃ社はＤ社のプライベート・ブランドの製造を受託していたと
ころ、Ｃ社の自社商品についてもレシピなどの技術情報を無償
で開示するように要求された。

③ Ｅ社はＦ社から製造委託を受託していたところ、受託前に必要
な情報を提供していたにもかかわらず、追加的に受託していた
製品とは関係ない他の製品の情報、その他データなどの技術情
報等を無償で提供するように要請された。
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４．製造委託・製造販売・請負販売等

ガイドラインを提示
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４．製造委託・製造販売・請負販売等
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４．製造委託・製造販売・請負販売等

公正取引委員会

「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」
• 平成22年11月30日改正
https://www.jftc.go.jp/hourei_files/yuuetsutekichii.pdf

「下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準 」
• 令和４年１月26日改正
https://www.jftc.go.jp/shitauke/legislation/unyou.html



49Copyright©2024 Hiromoto Kashima All Rights Reserved

５．知財訴訟等のリスクの転嫁

特許保証について

① Ａ社はＢ社からの指示に基づく業務にも関わらず、知的財
産権に関する訴訟等が生じた場合、Ａ社はその責任を負う
という契約条件を押し付けられた。
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５．知財訴訟等のリスクの転嫁

特許保証といえば、トヨタvs日本製鉄の訴訟が話題に

https://news.yahoo.co.jp/articles/9f8
5dc15dfa278a29bca069c321e684cb7c91d14

https://weekly-
economist.mainichi.jp/articles/20211102/se1/00m/020/0
45000c
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５．知財訴訟等のリスクの転嫁

トヨタのリリース文からは、宝山との契約に特許保証を付けてい
たことがうかがえる。

通常、特許保証は

①当該製品に特許侵害がないことを確認する「非侵害保証条項」

②特許侵害で訴えられた場合に、サプライヤーが防御の対応や弁
償を行うことを誓約する「特許補償条項」の２つがあり、契約書
にセットで盛り込まれることが多い。

仮にトヨタと宝山間の契約にも特許保証が盛り込まれていて、か
つ裁判で特許侵害が認められれば、宝山がトヨタに損失を補償す
ることになる。
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５．知財訴訟等のリスクの転嫁

2021年３月策定の「スタートアップとの事業連携に関する指
針」→ベンチャー企業へ過度な特許保証を求めないよう定め
ている。

中小企業が大企業へ素材や部品を納入する際、大企業から契
約書のひな形を渡されることが多く、サプライヤーに過度に
負担を求めている条項が存在しても見逃すことがある。→
ひな形で特許補償条項に補償額の上限が設けられていない場
合は、サプライヤーは補償の上限を自社の体力に見合う額に
設定するといった交渉を行う
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５．知財訴訟等のリスクの転嫁

ガイドラインでも・・・
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目次

１．共創時代の開発プロセスにおける知財の留意点

２．オープンイノベーションで気をつけるべき契約に関する事項

３．AIビジネスをどうやって知財で保護するか
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AIビジネスをどうやって知財で保護するか

出典
特許庁「AI関連技術に関する事例
の追加について」
https://www.jpo.go.jp/system/l
aws/rule/guideline/patent/docu
ment/ai_jirei/jirei_tsuika.pdf
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AI関連発明の最近の特許出願動向

出典
特許庁「AI関連発明の出願状況調査」
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/ai/ai_shutsugan_chosa.html
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出典
特許庁「AI関連発明の出願状況調査」
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/ai/ai_shutsugan_chosa.html

AI関連発明の主分類内訳の推移
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AI関連発明の最近の特許出願動向

• いわゆる第二次AIブームの影響により、1990年代前半に一度出願ブームといえ
る状況が発生したが、その後20年近く出願件数は低調に推移していた。

• 第二次AIブームにて流行したのは、知識ベースモデル、エキスパートシステム
等の技術であったが、事前にあらゆる事象のルールをコンピュータに教え込む
ことの難しさから、ブームは終焉を迎えた。また、古くからあるニューラル
ネットも当時盛んに研究されていたが、性能の限界が生じ、こちらもブームは
一時的なものであった。

• 2014年以降の出願増は、いわゆる第三次AIブームの影響と考えられ、その主役
はニューラルネットを含む機械学習技術である。2014年には1084件であったが、
その5年後である2019年には5045件となった。

出典
特許庁「AI関連発明の出願状況調査」
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/ai/ai_shutsugan_chosa.html
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• 第三次AIブームが生じた要因は、機械学習における過学習を抑制する手法の開
発や、計算機の性能向上とデータ流通量の増加によって、AI関連の理論の実用
化が可能になったことであるといわれている。例えば、深層学習の肝である、
ニューラルネットの多層化という発想自体は数十年前からあったが、莫大な計
算コストが問題となり、これまで研究が進んでいなかった。

• しかし2012年にカナダのトロント大学のチームが、世界的な画像認識のコンテ
ストにおいて深層学習を使って圧勝したことが一つの契機となり、今に至る第
三次AIブームが生じた。AI関連発明の特許査定率は2004年以降、年々上昇して
おり、近年は80％前後で堅調に推移している。

AI関連発明の最近の特許出願動向

出典
特許庁「AI関連発明の出願状況調査」
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/ai/ai_shutsugan_chosa.html
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AI関連発明ではどのカテゴリーで権利を取りに行くか

• 上段の学習済みモデル作成に関するクレーム

学習済みモデルの生成方法、学習済みモデル生成器、学習済みモデル生成プロ
グラム、学習済みモデル

• 下段の動物の種類の判定処理も含めた一体としてのシステムに関するクレーム

動物種類判定方法、動物種類判定システム、動物種類判定プログラム

出典
特許庁「AI関連技術に関する事
例の追加について」
https://www.jpo.go.jp/system/
laws/rule/guideline/patent/do
cument/ai_jirei/jirei_tsuika.
pdf
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【請求項1】

動物の画像およびこの画像に映っている動物の種類を含む教師データを用い、動物の画像から当該
画像に映っている動物の種類を推定する推定モデルを機械学習により生成するモデル生成方法。

：

【請求項x】

動物の画像およびこの画像に映っている動物の種類を含む教師データを用いて機械学習により得ら
れた、動物の画像を入力、動物の種類を出力としたときのパラメータを含む学習済みモデル。

：

【請求項y】

動物の画像およびこの画像に映っている動物の種類を含む教師データを用い、動物の画像から当該
画像に映っている動物の種類を推定する推定モデルを機械学習により生成するモデル生成手段と、

動物の画像を受け付ける受付手段と、

前記モデル生成手段により生成された推定モデルを用いて、前記受付手段が受け付けた動物の画像
からこの画像に映っている動物の種類を推定する処理手段と、

を備えた、動物種類判定システム。
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【請求項z】（下段の動物の種類の判定処理のみについてのクレーム）

動物の画像を受け付ける受付手段と、

動物の画像およびこの画像に映っている動物の種類を含む教師データを用いることにより機械学習
によって生成された推定モデルを用いて、前記受付手段が受け付けた動物の画像からこの画像に
映っている動物の種類を推定する処理手段と、

を備えた、動物種類判定システム。

この部分だけで権利
化を図る
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侵害の立証容易性を高めるようなクレームの表現方法が大事になる

• リバースエンジニアリングが必要なプログラムの内容（ソースコード）のク
レーム化
→ 侵害を立証するのは難しい

• ユーザーインターフェース（UI）、例えばグラフィックユーザーインター
フェース（GUI）のクレーム化
→ 侵害の立証が容易になる

AI関連発明をクレームで規定する上で気をつけるべきこと
は？
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• AI関連発明に係る特許は、侵害訴訟において侵害の立証が容易ではない場合も
ある。例えば、プログラムのアルゴリズムをクレームに記載した場合は、競合
他社が特許権を侵害しているか否かを検出することができない場合がある。競
合他社の製品がそのようなアルゴリズムで処理を行っているかはコンピュータ
の内部処理であるため立証することが困難だからである。

• とりわけ、近年ではクラウドを活用したサービスが増加しているが、ユーザの
端末ではなくクラウド側でプログラムが実行されるときは、コンピュータによ
る処理内容を検出することが困難であり、侵害を立証することができない場合
がある。

• このため、AI関連発明では侵害検出性を向上させるために特許明細書、とりわ
けクレームの書き方を工夫する必要がある。具体的には、プロセッサ等の処理
部に関して入力情報および出力情報を規定し、出力情報をユーザが五感（とり
わけ、視覚、聴覚、触覚）で感じることができるユーザーインターフェイスで
規定することによって侵害検出性を向上させる方法が考えられる。
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ご清聴ありがとうございました。

本セミナーに関するご意見、ご質問等がございましたら、

下記までご連絡ください。

日本橋知的財産総合事務所

弁理士 加島 広基

kashima-hiromoto@nihonbashi-ip.jp
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